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仙台市 国家戦略特別区域 区域計画 

 

１ 国家戦略特別区域の名称 

「仙台市 国家戦略特別区域」 

 

２ 法第２条第２項に規定する特定事業の名称及び内容 

（１）名称：特定非営利活動法人設立促進事業 

内容：ＮＰＯ法人の設立手続の迅速化に係る特定非営利活動促進法の特例 

（国家戦略特別区域法第24条の３に規定する特定非営利活動法人設立促進事業） 

新たな産業と雇用の創出に寄与するとともに、社会起業の重要な担い手で 

もある特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）の設立を促進するため、仙台市が

所轄庁として実施するＮＰＯ法人の設立認証手続における申請書類の縦覧期

間を、１月から２週間に短縮する。【平成 27 年９月より実施】 

 

（２）名称：国家戦略特別区域限定保育士事業 

内容：保育士資格に係る児童福祉法等の特例 

（国家戦略特別区域法第 12 条の５に規定する国家戦略特別区域限定保育士

事業） 

保育士不足解消に向けて、仙台市がその市内全域において、国家戦略特別

区域限定保育士試験を実施する。【平成 28 年度より実施】 

 

（３）名称：保険外併用療養に関する特例 関連事業 

内容：保険外併用療養に関する特例 

（国家戦略特別区域法第 26 条に規定する政令等規制事業） 

    以下に掲げる医療機関が、米国、英国、フランス、ドイツ、カナダ又はオ

ーストラリアにおいて承認を受けている医薬品等であって日本においては未

承認のもの又は日本において適応外の医薬品等を用いる技術全てを対象とし

て、保険外併用療養に関する特例を活用し、迅速に先進医療を提供できるよ

うにする。 

 

 ① 東北大学病院（仙台市青葉区）【直ちに実施】 

（例） 腸管不全症例に対する小腸移植、婦人科悪性腫瘍に対するセン

チネルリンパ節生検など 
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（４）名称：国家戦略道路占用事業 

内容：エリアマネジメントに係る道路法の特例 

（国家戦略特別区域法第 17 条に規定する国家戦略道路占用事業） 

国家戦略特別区域法上の国家戦略道路占用事業を実施する以下の地域団体

が、それぞれの公道に各施設等を設置することにより、地域の賑わい創出や

起業促進を図る。 

 

本事業に係る施設等の種類及び当該施設等を設ける道路の区域は、①の区 

域においては国家戦略特別区域法施行令第 24 条第５号の施設等、②の区域

においては同条第１号及び第３号の施設等とする。 

（事業実施の際は、清掃活動、迂回路等の交通案内、自転車マナーの啓発 

などの措置を併せて講ずる。） 

 

① 仙台市中心部商店街活性化協議会 

・東一番丁線、青葉山線、中央通線、国道 286 号及び青葉通線（別紙１） 

 

② 泉中央駅前地区活性化協議会 

・泉中央駅前線、泉中央駅入口線、泉中央歩行者専用道路 1 号線及び泉中央  

歩行者専用道路２号線（別紙２） 

 

（５）名称：都市公園占用保育所等施設設置事業  

内容：都市公園の占用許可に係る都市公園法の特例  

（平成 29 年６月 15 日から規制の特例措置が全国展開） 

社会福祉法人中山福祉会が、市立中山とびのこ公園（仙台市青葉区）に保  

育所を設置し、保育サービスの需要に対応する。【平成 29 年４月設置】 

 

 （６）名称：国家戦略特別区域外国人創業活動促進事業 

内容：創業人材の受入れに係る出入国管理及び難民認定法の特例 

（国家戦略特別区域法第 16 条の６に規定する国家戦略特別区域外国人創業 

活動促進事業） 

仙台市が、創業活動に係る事業の計画が適正かつ確実であること等の確認 

を行うこと等により、創業外国人上陸審査基準を満たす外国人の上陸を可能

とし、仙台市内における外国人による創業活動を促進する。 

【平成 29 年４月より実施】 
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内容：創業人材の事業所確保に係る特例 

国家戦略特別区域外国人創業活動促進事業（創業人材の受入れに係る出入

国管理及び難民認定法の特例）を活用して創業活動を行い、在留資格「経営・

管理」の初回の在留期間更新から最大１年後の在留期間更新許可申請時まで

の間は、確保すべき事業所について、仙台市が認定するコワーキングスペー

スやシェアオフィス等の独立性のない区画を認めることを可能とし、仙台市

内における外国人による創業活動を促進する。 

【令和２年度中に実施】 

 

（７）名称：一般社団法人等への信用保証制度の適用  関連事業 

内容：一般社団法人等への信用保証制度の適用 

（国家戦略特別区域法第 26 条に規定する政令等規制事業） 

仙台市が、本年中に予算措置を講じ新たな制度融資を創設した上で、保健・

福祉・医療、子供の健全育成、まちづくり、環境等の社会的課題を解決する

ために活動する一般社団法人及び一般財団法人が、宮城県信用保証協会の保

証を得て、資金融通を受けることができるようにする。 

【平成 29 年８月より実施】 

 

（８）名称：課税の特例措置活用事業 

内容：特定事業を行う一定の株式会社が発行した株式を取得した場合の課税の特 

  例（国家戦略特別区域法第 27 条の５に規定する課税の特例措置活用事業） 

 

 ① 仙台秋保地区・地域資源を活かした観光モデル構築のための拠点整備事業 

ア）活用しようとする課税の特例措置 

         特定事業を行う一定の株式会社が発行した株式を取得した場合の課税の

特例 

イ）課税の特例措置の対象としようとする事業の内容 

ａ）当該事業の概要 

地域資源を活かした新しい経済拠点の形成を目的として、地域産業の中

核となる海外旅客に対応した観光拠点を整備し、もって小規模企業者の創

業及び雇用の促進を図る。 

ｂ）当該事業が行われる区域 宮城県仙台市太白区秋保町湯元除９番４号 

ｃ）当該事業の実施期間 平成 30 年 3 月から令和 2年 3月まで 

ウ）該当する国家戦略特別区域法施行規則の条項 第 13 条第３号 

エ）特区の目標を達成するための位置付け及び必要性 

観光を軸とした新たな産業の発展のために、外国語対応スタッフを雇用
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し、海外旅客に対応した地域資源を活かす食事の提供など、地域産業の中

核となる海外旅客に対応した観光拠点の形成を図ることは、創業及び雇用

を促進することから、産業の国際競争力の強化及び国際的な経済活動の拠

点の形成に寄与する取組と位置づけられ、仙台市における特区の目標に相

当程度寄与する。 

オ）事業の実施主体 株式会社アキウツーリズムファクトリー（仙台市太白区） 

 

 （９）名称：国家戦略特別区域創業者人材確保支援事業 

内容：創業者の人材確保の支援に係る国家公務員退職手当法の特例 

（国家戦略特別区域法第 19 条の２に規定する国家戦略特別区域創業者人材

確保支援事業） 

区域内において、以下に掲げる創業者（設立の日以後５年を経過していな

いもの）が行う事業の実施に必要な人材であって、国家公務員としての経験

を有するものの確保を支援する。【直ちに実施】 

 

① 株式会社 MAKOTO WILL（仙台市若林区、平成 30 年６月１日設立） 

 

② 株式会社アキウツーリズムファクトリー（仙台市太白区、平成 29 年４月 27 

日設立） 

 

（10）名称：国家戦略特別区域処方箋薬剤遠隔指導事業 

内容：テレビ電話を活用した薬剤師による服薬指導の対面原則の特例 

（国家戦略特別区域法第 20 条の５に規定する国家戦略特別区域処方箋薬剤 

遠隔指導事業） 

国家戦略特別区域法第 20 条の５第１項に規定する登録を受けた薬局開設

者が、仙台市全域（同法第 20 条の５第２項に規定する特定区域）において、

薬剤師に遠隔診療で交付された処方箋に基づき、テレビ電話装置等を用いて、

薬剤遠隔指導等を行わせる事業であって、同条第１項第１号から第３号まで

に掲げる要件のいずれにも該当する事業（処方箋薬剤遠隔指導事業）を行う。 

【令和２年度中に実施】 

 

（11）名称：国家戦略特別区域高度人材外国人受入促進事業 

内容：特定加算の規定の適用に係る高度専門職省令の特例 

（国家戦略特別区域法第 26 条に規定する政令等規制事業） 

仙台市が認定した以下に掲げる企業で就労する外国人を、高度外国人材に

対するポイント制による出入国管理上の優遇措置を講ずる制度の特別加算の



5 
 

対象とし、十点を加算する。【令和２年度中に実施予定】  

 

（対象） 

① 「仙台市本社機能及び研究開発施設立地促進助成金」の交付の指定を受けて

いる企業 

② 「仙台市ソフトウェア業、デジタルコンテンツ業及びデータセンター立地

促進助成金」のうち、「ソフトウェア業」又は「デジタルコンテンツ業」に係

る交付の指定を受けている企業 

 

３ 区域計画の実施が国家戦略特別区域に及ぼす経済的社会的効果 

区域計画の実施により、保育士確保による女性の社会参加が促されるとともに、社会

起業の増加による社会的課題の解決と雇用の創出の両立等が図られ、仙台市における産

業の国際競争力の強化及び国際的な経済活動拠点の形成に相当程度寄与する。 

 

４ その他国家戦略特別区域における産業の国際競争力の強化及び国際的な経済活動の拠

点の形成のために必要な事項 

（１）事項：雇用条件の明確化のための「雇用労働相談センター」の設置 

内容：雇用条件の明確化等を通じ、ＮＰＯ法人やベンチャー企業の設立等を促進

するため、雇用ルールの周知徹底と紛争の未然防止を図るための「雇用指針」

等を活用し、弁護士等による高度な個別相談対応等を行う「雇用労働相談セ

ンター」（以下「センター」という。）を、国家戦略特別区域会議の下に設置す

る。【平成 28 年６月より実施】 

ⅰ）設置主体：国（競争入札により事業実施者を選定） 

ⅱ）設置場所：仙台市情報・産業プラザ 

ⅲ）実施体制：センター長、代表弁護士、代表相談員等を配置する。 

ⅳ）事業内容：センターが実施する主な事業は、以下のとおり。 

・弁護士による高度な専門性を有する個別相談対応 

・弁護士等による個別訪問指導 

・相談員による電話相談、窓口相談等の対応 

・セミナーの開催等 

 

（２）事項：特区医療機器薬事戦略相談の実施 

内容：東北大学病院が、革新的医療機器の開発について、特区医療機器薬事戦略

相談を活用して、治験期間を短縮し、開発から市販・承認までのプロセスを

迅速化することにより、日本発の革新的医療機器の開発を促進し、医療イノ

ベーションを強力に推進する。【平成 28 年度より実施】 
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（３）事項：革新的な医薬品の開発迅速化  

    内容：東北大学病院が、革新的な医薬品の開発について、有望な創薬シーズを治

験に円滑に橋渡しし、開発から承認・市販までのプロセスを迅速化すること

により、日本発の革新的な医薬品の開発を促進し、医療イノベーションを強

力に推進する。【直ちに実施】 

 

（４）事項：創業者の人材確保を支援するための人材流動化支援施設の設置 

内容：創業者が行う事業の実施に必要な人材の確保を支援するため、創業者又は

創業者に使用されることを希望する国の行政機関の職員、地方公共団体の職

員、民間企業の従業員その他の者に対する採用又は就職の援助を行う「プロ

ボノ活用型起業家支援センター」を、国家戦略特別区域会議の下に設置する。

【平成 31 年度中に設置予定】 

ⅰ）設置主体：国及び仙台市 

ⅱ）設置場所：仙台市内 

ⅲ）実施体制：民間事業者への委託により、当該事業者が配置する人材と仙台市が連

携して実施する。 

ⅳ）事業内容：センターが実施する主な事業は、以下のとおり。 

・主に首都圏の潜在ＵＩＪターン層等で、専門的知見・スキルを有す

る人材に対する、地域の社会課題解決に向けた創業者等とのマッチ

ング支援及びキャリアモデルの構築支援 

 

（５）事項：近未来技術の実証実験を促進するための「仙台市近未来技術実証ワンスト

ップセンター」の設置 

内容：近未来技術であるＡＩ・ＩｏＴ、自動運転、小型無人機等を活用した実 

証実験（以下「実証実験」という。）を促進するため、仙台市内において実 

証実験を実施しようとする者に対して、必要な手続に関する情報の提供、 

相談、助言その他の援助を行う「仙台市近未来技術実証ワンストップセン 

ター」（以下「センター」という。）を、国家戦略特別区域会議の下に設置 

する。【令和元年度中に設置】 

ⅰ）設置主体：国（内閣府、警察庁、総務省、経済産業省、国土交通省）及び仙台市 

ⅱ）設置場所：仙台市役所（仙台市青葉区国分町３丁目７番１号） 

ⅲ）実施体制：施設長、事務責任者を配置する。  

ⅳ）事業内容：センターが実施する主な事業は、以下のとおり。 

・実証実験に必要な手続に関する電話相談、窓口相談等の対応 

・関係機関との調整、関係機関への情報提供 
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・実証実験の場となる土地又は施設の管理者との調整 

・実証実験の実施に係る地元関係者との連絡調整 

・国家戦略特区制度を活用した規制緩和に係る相談受付 

・その他、実証実験の実施に必要な支援 

 

（６）事項：テレワークの普及を促進するための「仙台テレワークサポートデスク」の

設置 

内容：テレワークの普及を促進することにより、企業における優秀な人材の確保

及び生産性の向上を支援するため、企業及び労働者に対し、テレワーク導入

に関する情報の提供、相談、助言その他の援助を行う「仙台テレワークサポ

ートデスク」（以下「テレワークデスク」という。）を、国家戦略特別区域会

議の下に設置する。【令和２年度中に設置】 

ⅰ）設置主体：国（内閣府、総務省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省）及び 

仙台市 

ⅱ）設置場所：（公財）仙台市産業振興事業団内（仙台市青葉区中央１丁目３番１号） 

ⅲ）実施体制：施設長、事務責任者、テレワーク相談員等を配置する。 

ⅳ）事業内容：テレワークデスクが実施する主な事業は、以下のとおり。 

・テレワーク導入に係る総合相談窓口設置 

・テレワーク導入に係る既存 IT サービスの情報提供 

・テレワーク導入に係る新規システム開発及び技術的課題に対する検討

サポート 

・テレワーク導入補助金の案内 

・テレワーク体験機会の提供 

・テレワーク導入希望企業向けの説明会やテレワーク関連イベントの開 

催 

 

 （７）事項：外国人を含めた開業を促進するための「仙台市開業ワンストップセンター」

の設置 

内容：外国人を含めた開業の促進のため、登記、税務、年金・社会保険等の法人設

立及び事業開始時に必要な各種申請等（以下「法人設立等申請」という。）を

オンラインで実施可能とし、関連する相談業務や各種手続の支援を総合的に

行う「仙台市開業ワンストップセンター」（以下「ワンストップセンター」と

いう。）を、国家戦略特別区域会議の下に設置する。【令和３年度中に設置予

定】 

ⅰ）設置主体：国（内閣府、法務省、国税庁、厚生労働省）及び仙台市 

ⅱ）設置場所：起業支援センター 「アシ☆スタ」内 
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ⅲ）実施体制：施設長、申請サポート担当、受付スタッフを配置する。 

・施設長は、アシ☆スタ施設長と兼務し、本事業が「区域方針」及び「仙

台市国家戦略特別区域計画」に則り、その目的達成に必要なものとし

て機能するよう、必要な連絡調整を各省庁及び仙台市と行う。また施

設長は、その運営に関する責任を負う。 

・申請サポート担当は、仙台市が配置し、法人設立等申請の手続支援等を

行う。 

・受付スタッフは、本事業全体に係る業務の総合窓口、連絡調整等を行

う。 

ⅳ）事業内容：ワンストップセンターが実施する主な事業は、以下のとおり。 

なお、企業の要望に応じ、通訳等による多言語対応を実施する。 

・申請サポート担当による申請書等の作成支援 

・受付スタッフから各省庁の管轄する窓口への連絡調整 

・セミナーの開催によるワンストップセンターの取組の広報 等 

ⅴ） その他：ワンストップセンターには申請サポート担当及び受付スタッフが常駐

し、相談対応時間は、土・日・祝日・年末年始（12 月 29 日～１月３

日）及び施設の保守等に要する日を除く、午前９時から午後５時まで

とする。 

国家戦略特区の取組である雇用労働相談センター等との相乗効果を目

指し、必要な連携を図る。 
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国家戦略道路占用事業の適用区域

1. 泉中央駅前線
2. 泉中央駅入口線
3. 泉中央歩行者専用道路1号線
4. 泉中央歩行者専用道路2号線

国家戦略道路占用事業の適用区域
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